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　日本の ODA は 1954 年に戦後賠償の一環として
開始され、その後アジア向けを中心に増大を続け








索すると、1990 年 1051 件、2000 年 1103 件だった
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る。まず第 8 章教育であるが、1960 年代から現在
に至る世界の教育開発をレビューしたうえで、日
本の教育援助を概観している。日本でも顔の見え
る援助として教育援助への期待は大きかったが、
予算削減の波から逃れることはできなかった。そ
うした中で援助の効率をあげるために南南協力や
広域協力といった新しい形態がとられるようになっ
てきている。また、教育援助は元々各省庁から派
遣される人材が担っていたが、1990 年代半ばから
公募制が取り入れられるようになり、現在は民間
からも多くの専門家が途上国に赴いている。官民
連携は企業に限った話ではなくこうした草の根活
動も多い。劣悪な生活環境や帰国後の就職の問題
等を抱えながらも高い志に燃えて途上国で頑張っ
ている人たちには頭が下がる思いである。
　第 9 章は保健医療である。疾病対策事業として
期限と目標値が定められ、独自の予算と専従のス
タッフを擁する組織体制のもとで実行される垂直
アプローチと、既存の保健施設や人員によって地
域の保健ニーズに応じて期限を定めず常に提供さ
れる保健医療サービスの改善を目指す水平アプロー
チがあり、どちらが効果的・効率的アプローチで
あるかは現在も議論が繰り返されていることを紹
介している。ただ、どちらのアプローチを優先す
るかはその時の状況によっても異なってくるだろ
うし、2014 年には中央アフリカでエボラ出血熱の
大流行が大きな問題となったが、こうした状況で
は垂直アプローチが優先されることは当然だろう。
日本の二国間保健援助は金額では世界的に上位に
あるものの援助総額に占める割合は援助国平均を
大きく下回っているという。世界の保健援助の約
半分はサブサハラ・アフリカ諸国向けで、援助額
の 90％近くが贈与であるが、日本の援助は借款が
中心という構造もこの背景にある。近年はバング
ラデシュやパキスタン等で円借款による保健分野
への供与が行われており、新しい取り組みの拡大
が期待されている。
　第 10 章では住宅開発に対する援助を取り上げて
いる。スラム人口は減少しているというイメージ
を持っていたが実際はむしろ増加しているという。
都市化と格差の拡大が背景にあり、都市部でもス
ラムは肥大化している。こうした都市貧困層に対
する住宅開発援助は、公共住宅の建設というトッ
プダウンから、コミュニティの自助努力による住
環境の改善というボトムアップへとアプローチが
大きく転換してきている。その結果、住民とより
近い関係にある NGO を取り入れることの有効性
が指摘されるようになっている。日本の住宅開発
援助でも NGO との協働が打ち出されており、パー
トナーとして NGO が事業に参加してくるケース
と、NGO が企画・実践しているプロジェクトに対
して ODA 資金供与を行うケースとがある。ただ、
NGO によるプロジェクトベースの事業には、所有
権や借地権といった土地に関連する制約がついて
回る。こうした問題の解決手段の一つとして NGO
のアドボカシー活動への支援をあげているが、第
1 章で指摘されているように、制度の変更にどこ
まで効果が期待できるのか難しい問題であろう。
　第 11 章は近年世界的な問題となっている環境分
野への援助である。地域別に人口、CO2 排出量、
電力使用量、森林面積、GDP の推移等をグラフに
して、それぞれのデータの環境への影響を分析し
ている。そして、経済発展の初期段階において経
済成長に伴い環境により大きな負荷がかかり、成
熟段階において改善するという環境クズネッツ曲
線を取り上げ、経済成長との関連性を概観してい
る。環境問題に関しては、COP（気候変動枠組条
約締約国会議）で見られるように先進国と途上国
の対立が激しいが、開発援助がその関係を改善す
るような役割を果たしてくれることを期待したい。
　終章では視点を変えて国際政治と開発援助のあ
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りようを考察している。ここではスペースの関係
で詳しく触れることができないが、本章ではタイ
ド、アンタイドの問題や、資源の確保等明確な目
的で積極的に援助を推進している中国の台頭といっ
た現実的な問題を多く取り上げており、興味深い
内容となっている。
　以上見てきたように本書は序章と終章を含めて
計 13 章から構成されている。それぞれの章を各分
野の専門家が執筆しているだけに、独立性の高い
構成となっており、自分の関心のある分野から読
み始めても問題無い。実践的な内容なだけに、ODA
に関心のあるビジネスマンにとっても本書は大変
参考となろう。
